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（１）財政健全化と持続可能な財政運営の確保 ※効果欄

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

　持続可能な行財政運営を推進するため、行財政改革基本方針に基づき、以下の取組を着実に実施し
ていきます。

財政課

財政情報の公表

方針１  財政健全化と持続可能な財政運営の実現

取組内容
29年度 30年度 31年度

実施 実施 実施

 　事業の効率的な執行により経費の削減を図るとともに、経常収支比率80％以内を目指
し、財政の弾力性を確保します。また、決算剰余金の2分の1以上を財政調整基金に積み立
て、今後の行政需要や災害対策に活用する一方、区債の発行にあたっては、財政状況を踏ま
えつつ、必要性を十分検討して行うなど、基金と区債をバランス良く活用していきます。

＜定＞は職員定数削減効果
＜財＞は財政効果

持続可能な財政運営の確保

取組内容

　財政運営の透明性の向上を図り、区民に対する財政情報の公表を進めます。

29年度 30年度 31年度

財政情報の公表 財政情報の公表 財政情報の公表

財政課
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（２）財源の確保

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

　区が保有する財産（未利用の土地・建物等）について、土地の有効活用を図る観点から、
活用及び処分の可能性について検討を行います。

29年度 30年度

区有財産の有効活用

31年度

＜財＞ ＜財＞ ＜財＞

住宅課

企画課　経理課

取組内容

　自動車駐車場の貸出について不動産事業者等を通じて周知を図り、活用を拡大していきます。

29年度 30年度 31年度

13台分 14台分

区営住宅の駐車場の貸出

取組内容 29年度 30年度 31年度

1施設実施
・高井戸地域区民センター

2施設実施
・(仮称)天沼三丁目複合施設
・永福体育館

＜財＞ ＜財＞

15台分

取組内容

＜財＞ ＜財＞ ＜財＞

駐車場の有料化

活用及び処分の可能性につい
て調査・検討・実施

活用及び処分の可能性につい
て調査・検討・実施

活用及び処分の可能性につい
て調査・検討・実施

地域課　スポーツ振興課　保健福祉部管理課

　区有財産の有効活用の観点から、民間事業者の運営による駐車場の有料化を実施します。
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

口座振替の勧奨強化

納付センターの活用
（納税課、国保年金課）

コンビニ収納の実施
（介護保険課等）

新たな収納方法の検討

29年度 30年度 31年度

取組内容

税・保険料・利用料等の収納率の向上

＜財＞ ＜財＞

課税課　納税課　国保年金課　介護保険課　保育課　児童青少年課　住宅課  会計課

＜財＞ ＜財＞ ＜財＞

31年度

口座振替の勧奨強化

納付センターの活用拡大
（納税課、国保年金課）

コンビニ収納の拡大
（介護保険課等）

新たな収納方法の検討

口座振替の勧奨強化

納付センターの活用
（納税課、国保年金課）

コンビニ収納の実施
（介護保険課等）

新たな収納方法の検討

＜財＞

広報すぎなみ等への広告掲載
の実施

区公式ホームページ等へのバ
ナー広告掲載の実施

ネーミングライツの導入
　調査・研究

広報すぎなみ等への広告掲載
の実施

区公式ホームページ等へのバ
ナー広告掲載の実施

ネーミングライツの導入
　検討・実施

広報すぎなみ等への広告掲載
の実施

区公式ホームページ等へのバ
ナー広告掲載の実施

ネーミングライツの導入
　検討・実施

取組内容

　口座振替の勧奨強化やコンビニ収納の拡大、納付センターの活用拡大等により、収納率の
向上を図るとともに、住民情報系システムの再構築等を見据え、新たな収納方法について検
討を進めます。

29年度 30年度

　「民間等への広告媒体提供についての基本方針」に基づき、区から情報提供をする各種媒
体への民間事業者の広告掲載を行い、広告収入の確保及び広告掲載による経費削減の取組を
推進します。
　また、ネーミングライツ導入による財源確保の可能性と実施に向けた検討を行います。

行政管理担当　広報課　協働推進課　庶務課　ごみ減量対策課　ほか

広告収入等の確保
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

（３）負担の公平性の確保

項目名

効果

担当課

31年度

評価・検証・見直し

ふるさと納税制度の活用

総務課　区民生活部管理課

29年度 30年度

補助金の見直し

　学識経験者等の外部の専門委員の意見も踏まえて策定した補助金交付基準及び検証・評価
基準に基づき定期的な検証・評価を行い、継続的に補助金の見直しを進めます。

社会保障・税番号制度（マイナンバー）を活用した適正な賦課の実施

取組内容

　ふるさと納税申込みのためのポータルサイトを活用し、杉並区へのふるさと納税を幅広く
周知するとともに、寄付者の利便性向上を図ります。
　区内事業者等による商品だけでなく、自治体間交流の充実や来街者の増につながる返礼
品・返礼サービスを幅広く検討します。

29年度 30年度 31年度

ふるさと納税制度の活用
　実施

ふるさと納税制度の活用
　実施

29年度 30年度 31年度

調査・研究 検討 実施

取組内容

　社会保障・税番号制度（マイナンバー）の個人番号を活用し、必要な情報を把握すること
で、より適正な税の賦課を実施します。

評価・検証・見直し

評価の仕組みの検証

ふるさと納税制度の活用
　実施

＜財＞ ＜財＞ ＜財＞

取組内容

評価・検証・見直し

課税課

財政課

＜財＞
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

使用料・手数料等の見直し

財政課

　使用料・手数料について、受益者負担の適正化の観点から継続的に見直しを行います。

学務課

＜財＞ ＜財＞ ＜財＞

29年度 30年度 31年度

保育課

債権管理・回収の民間委託

納付センターによる電話催告

取組内容

取組内容

取組内容

債権管理・回収の民間委託

納付センターによる電話催告

奨学資金の償還率向上

＜財＞ ＜財＞

保育施設利用者負担の適正化

　「子ども・子育て支援新制度」の実施状況等を踏まえ、応能負担の原則に基づき、より適
正な受益者負担となるよう、保育施設等の利用者負担の適正化を図ります。

29年度 30年度 31年度

利用者負担の適正化の検討・
実施
区民周知
条例改正

利用者負担の適正化

29年度 30年度 31年度

施設使用料の改定実施
（第3期）

施設使用料の見直し
　検討

施設使用料の見直し
　実施

　債権管理・回収に民間事業者の持つノウハウを活用し、奨学資金の償還率の向上を図ります。

債権管理・回収の民間委託

納付センターによる電話催告



6

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

＜財＞ ＜財＞ ＜財＞

貼付徹底への周知

貼付指導の強化

貼付徹底への周知

貼付指導の強化

事業系有料ごみ処理券貼付の適正化

ごみ減量対策課　杉並清掃事務所

　区の収集を利用している事業系一般廃棄物排出事業者に対して、事業系有料ごみ処理券の
貼付の適正化を図ることにより、事業者間の負担の公平性を保つとともに、歳入の確保を図
ります。

＜財＞ ＜財＞

子育て応援券事業の適正化

取組内容

　子育て応援券について、区の子育て施策全体の中での公平性の観点から、負担の適正化を
図る見直し等を段階的に行います。

29年度

取組内容 29年度 30年度

子育て支援課

31年度

貼付徹底への周知

貼付指導の強化

＜財＞

子育て応援券事業見直し
　実施

子育て応援券事業見直し
　実施

30年度 31年度

子育て応援券事業見直し
　実施
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（１）行政評価の充実

項目名

効果

担当課

（２）事業の運営や執行方法の見直し

項目名

効果

担当課

取組内容

　区の民営化宿泊施設である富士学園、弓ヶ浜クラブ及びコニファーいわびつについて、業
務評価や公認会計士による監査等を通じて更なる経営改善とサービスの向上を運営事業者に
求めます。
　また、施設貸付の契約更新の機会を捉えて、施設の経営状況や運営事業者の意向等を踏ま
え、改めて、区の保有の適否について検討します。

29年度 30年度 31年度

民営化宿泊施設の運営の見直し

取組内容

　27年度から導入した行政評価システムを活用して行政評価を実施し、総合計画・実行計画
の進捗状況・達成度を把握するとともに、職員研修の実施等により職員の意識改革を進め、
効率的・効果的な区政運営に役立てます。

29年度

運営事業者による経営改善

施設保有の適否の検討

運営事業者による経営改善

施設保有の適否の検討

運営事業者による経営改善

施設保有の適否の検討

30年度

方針２　効率的な行政運営

行政評価の充実

　

行政管理担当

31年度

区民生活部管理課

行政評価システムの活用

職員研修の実施

行政評価システムの活用

職員研修の実施

行政評価システムの活用

職員研修の実施
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

区民サービス窓口の整備

取組内容 29年度 30年度 31年度

取組内容

　衛生試験所で実施している検査業務について、理化学検査の民間検査機関への委託を進め
ます。

生活衛生課

本庁窓口の運営方法の見直し
　実施

本庁窓口の運営方法の見直し
　実施

証明書自動交付機廃止

本庁窓口の運営方法の見直し
　検証

取組内容 29年度 30年度 31年度

＜財＞　＜定＞

＜財＞

検査関係業務の実施方法の見直し

29年度 30年度 31年度

理化学検査業務の委託実施

産業振興センター

＜財＞

　
　東京城北勤労者サービスセンターとの統合手続きを進め、広域化による事業を実施するこ
とで、スケールメリットを活かして運営の効率化を図ります。

統合準備
統合による運営
　実施

統合による運営
　実施

区民課

中小企業勤労者福祉事業（ジョイフル杉並）の運営の見直し

　マイナンバーカードの交付を促進することにより、証明書自動交付機を廃止します。
　また、繁忙期の窓口の混雑緩和に対応したより効率的な窓口サービスの提供を目指し、本
庁窓口の運営方法を見直します。
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

取組内容

　これまでの公園管理事務所の民間委託化について評価・検証し、公園管理事務所の民間委
託化を進めます。

29年度 30年度 31年度

公園管理事務所の業務実施方法の見直し

収集方法の効率化

再資源化の対象地域拡大
　実施

取組内容 29年度 30年度 31年度

環境学習機能を持つ杉並清掃
工場との連携による事業手法
の検討

事業見直し後の運営状況の検
証に基づく運営方法等の方針
の決定

決定方針に基づく運営の実施

　環境学習機能を持つ改築後の杉並清掃工場との連携による事業を実施することで、セン
ターの認知度や集客力を高め、経営改善につなげます。その上で、改めて運営方法等の方針
について検討します。

みどり公園課

取組内容

　杉並清掃工場本格稼動を契機に、収集方法の一層の効率化を進めるとともに、不燃ごみか
ら金属分を含む有価物を選別する再資源化の対象地域を区内全域に拡大します。

29年度 30年度 31年度

収集方法の効率化

再資源化の対象地域拡大
　実施

収集方法の効率化

再資源化の対象地域拡大
　実施

＜財＞

　

環境課

ごみ収集方法の効率化とサービスの充実

環境活動推進センターの運営の見直し

公園管理事務所委託
　実施（1所）

＜財＞ ＜財＞

ごみ減量対策課　杉並清掃事務所
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課 高齢者施策課

＜財＞　＜定＞

取組内容

　学校の児童数の増加や学童クラブの需要増などをはじめとした行政需要を踏まえ、ふれあ
いの家以外の通所介護事業者との均衡を考慮し、区立施設を活用しているふれあいの家の運
営事業者と今後のあり方について協議・検討を行います。

協議・検討

区立障害者通所施設の役割の見直しと民間施設への支援

取組内容

　障害者の高齢化、重度化等が進んでいる状況を踏まえ、通所施設利用者の支援に対応可能
な民間施設の人材の確保・育成策を検討します。その上で、区立施設利用者の民間施設への
移行を一定程度進めるとともに、民間施設の支援体制を構築します。

区立施設を活用したふれあいの家の再構築

障害者生活支援課

29年度

29年度 30年度 31年度

人材の確保・育成策の検討

民間施設支援体制検討

区立施設利用者の民間施設へ
の移行準備

民間施設支援体制の構築

区立施設利用者の一部を民間
施設へ移行

30年度 31年度

協議・検討 協議・検討
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（３）情報システムの見直し

項目名

効果

担当課

（４）多様な主体によるサービスの提供

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

取組内容

情報システム担当

＜財＞　＜定＞

民営化等実施（1園) 民営化等実施（3園)

＜財＞　＜定＞

　

住民情報系システムの再構築

　住民情報系システム再構築方針に基づき、住民情報系システムの再構築に取り組みます。

29年度 30年度 31年度

構築事業者選定準備 構築事業者選定
新システムの構築
（～32年度）

民営化・民間委託等の推進

取組内容
29年度 30年度 31年度

実施 実施 実施

　新たな行政課題が増加している中で、サービスの提供主体や提供方法を見直し、民営化・
民間委託を推進するとともに、公の施設の運営については、指定管理者制度の導入について
積極的に検討し、導入を進めます。

保育施設担当

＜財＞　＜定＞

　

行政管理担当

区立保育園の民営化等の推進

取組内容

　区立保育園の移転改築計画にあわせ、改築後の運営について指定管理者制度への移行及び
民営化を実施します。

29年度 30年度 31年度

民営化等実施（2園)
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

国保年金課

介護保険課の業務委託の推進

　高齢化の進展及び法改正等に伴う業務増大を見据え、業務分析結果を活かし、段階的に委
託業務範囲を拡充します。

29年度 30年度 31年度

第1期委託実施 第2期委託実施 委託効果検証

＜財＞　＜定＞

児童青少年課

取組内容

　学童クラブ運営を段階的に民間事業者に委託していきます。

29年度

学童クラブ運営委託の推進

30年度 31年度

運営委託の実施

新規　1クラブ

運営委託の実施

新規　1クラブ

運営委託の実施

新規　4クラブ

取組内容

　業務分析結果を踏まえ決定した委託方針に基づき、段階的に専門定型業務の民間委託を進
めます。業務委託後は、委託効果の検証を行い、更なる事務処理効率化の取組を進めます。

29年度 30年度 31年度

第2期委託実施 委託効果の検証

更なる事務処理効率化
　検討

委託効果の検証

更なる事務処理効率化
　実施

国保年金課の業務委託の推進

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

取組内容

介護保険課　

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

29年度

　軽自動車税業務、自動車臨時運行許可受付業務及び住民税証明書交付業務について民間委
託を実施します。
　住民税賦課業務については、マイナンバー制度の運用状況など税務事務を取り巻く環境の
変化を検証し、実施の可否や時期等について引き続き検討します。

取組内容

30年度

取組内容

 
　人事課で実施している職員の給与事務と福利事務の効率化を図るため、執行体制及び実施
方法の見直しを行います。

29年度 30年度 31年度

執行体制の検討 執行体制の見直し

実施方法の検討 実施方法の見直し

＜財＞　＜定＞

課税課 

課税課の業務委託の推進

軽自動車税・住民税証明書交
付業務等委託
　実施

住民税賦課業務委託
　マイナンバー制度実施後
　の状況を踏まえた業務分
　析

軽自動車税・住民税証明書交
付業務等委託
　実施

住民税賦課業務委託
　方針決定

31年度

軽自動車税・住民税証明書交
付業務等委託
　実施

住民税賦課業務委託
　検討

職員厚生担当

職員の給与福利事務の効率化
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

取組内容

　指定管理者制度を含む区の委託業務等について、事故を未然に防ぎ、区民に良質のサービ
スを安定的に提供できるよう、モニタリングシステムの一層の充実を図ります。

29年度 30年度 31年度

実施 実施 実施

入札・契約制度の改革

取組内容

　
　「杉並区公共調達の指針」に基づき、社会状況に的確に対応した入札制度の改革を進めま
す。

29年度 30年度 31年度

杉並区公共調達の指針に基づ
く施策の推進

・労働環境の整備に関する
  対策の実施
・総合評価方式の実施
・ダンピング対策の強化・運用

杉並区公共調達の指針に基づ
く施策の推進

・労働環境の整備に関する
  対策の実施
・総合評価方式の実施
・ダンピング対策の強化・運用

杉並区公共調達の指針に基づ
く施策の推進

・労働環境の整備に関する
  対策の実施
・総合評価方式の実施
・ダンピング対策の強化・運用

　

経理課

委託業務等のモニタリングシステムの実施

　

行政管理担当
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（１）人事・給与制度の見直しと職員の育成

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

充実した集合研修及びＯＪＴの実
施

充実した集合研修及びＯＪＴの実
施

「杉並区人材育成計画」の改定

充実した集合研修及びＯＪＴの実
施

人事課

　人事制度に対応した研修体系の整備と集合研修のメニューの充実を図るとともに、日常業
務指導を通じた職場のＯＪＴを推進します。

時代の変化に挑戦する職員の育成

　

取組内容 29年度 30年度 31年度

人材育成担当

取組内容

　職員提案や目標申告等の活用により組織の活性化や職員の意欲向上を促し、職員のアイデ
アや区民の視点を反映させることで業務の充実・改善に取り組み、「五つ星の区役所」と評
価される組織風土の醸成を図ります。

29年度 30年度 31年度

取組の実施 取組の実施

　公務員制度改革に対応した、職務職責を反映させ職員のモチベーションを高める人事・給
与制度の見直しを行います。

公務員制度改革に対応した人事・給与制度の構築

方針３　効率的な組織体制の構築と人材の育成

取組内容 29年度 30年度

取組の実施

　

五つ星の区役所づくり

　

人材育成担当

31年度

新たな人事給与制度による運用
準備

新たな人事給与制度による運用
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（２）効率的で活力ある組織運営

項目名

効果

担当課

（３）職員定数の適正化

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

　事務事業及び執行方法の見直し、組織の改編を通じて、3年間で30名の職員の削減に取り
組みます。また、増加が見込まれるフルタイム再任用職員を活用しながら非常勤職員数を可
能な限り抑制し、総人件費の縮減に努めます。

職員定数の適正化

取組内容
29年度 30年度 31年度

10名削減 10名削減 10名削減

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

人事課

保育園調理用務職員定数の適正化

取組内容

  調理用務業務委託については、調理用務職員の退職状況を踏まえて委託を進めます。

29年度 30年度 31年度

検討・実施 検討・実施 検討・実施

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

保育課

人事課

組織の改編等

取組内容 29年度 30年度 31年度

既存組織の効率化の検討・実
施

既存組織の効率化の検討・実
施

既存組織の効率化の検討・実
施

　行政需要の変化による組織横断的な課題や業務量の増加に対応できる体制となるよう組織
の改編を行うとともに、効率的な組織運営を行い、超過勤務の縮減に努めます。

＜財＞＜定＞ ＜財＞＜定＞ ＜財＞＜定＞
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項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

清掃職員の退職不補充

　ごみの収集・運搬業務の効率化を進め、 区の清掃職員は退職不補充とします。

29年度 30年度 31年度

退職不補充
（適正配置）

退職不補充
（適正配置）

退職不補充
（適正配置）

ごみ減量対策課

学校用務業務等の包括委託等の推進

取組内容

　学校用務業務等を民間事業者へ委託することにより、職員定数と経費の削減を図ります。

29年度 30年度 31年度

委託実施（2校） 委託実施（1校） 委託実施（2校）

＜財＞　＜定＞

取組内容

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

庶務課

学校警備の機械警備委託の推進

取組内容

　有人警備から機械警備へ移行することにより、職員定数と経費の削減を図ります。

29年度 30年度 31年度

委託実施（1校） 委託実施（1校）

＜財＞ ＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

庶務課
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項目名

効果

担当課

学校給食の調理委託の推進

取組内容

　学校給食調理業務を民間事業者へ委託することにより、職員定数と経費の削減を図ります。

29年度 30年度 31年度

委託実施（1校） 委託実施（1校）

＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞ ＜財＞　＜定＞

庶務課
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（１）区立施設再編整備計画の推進

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

項目名

効果

担当課

住宅課

下井草周辺の自転車駐車場の規模の適正化

取組内容

　下井草駅周辺の利用率の低い自転車駐車場の運営の効率化を図るため、下井草北第一自転
車駐車場の規模を縮小します。

29年度 30年度

区民住宅の廃止

取組内容

　
　区民住宅（ベルサラン）のスムーズな所有者への返還と区民住宅の廃止に向けた取組を進
めます。

29年度 30年度 31年度

廃止（1団地）

方針４　区立施設の再編・整備

交通対策課

自転車集積所の規模の適正化

取組内容

　自転車駐車場の整備状況や区内全域の自転車集積所の収容台数及び放置自転車数などから
規模の適正化を検討・実施します。

29年度 30年度 31年度

規模の適正化
　検討・実施

交通対策課

31年度

規模縮小による運営開始

＜財＞

＜財＞

＜財＞
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（２）東京都・国との連携・協力によるまちづくりの推進

項目名

効果

担当課

東京都・国との連携・協力によるまちづくりの推進

取組内容

　区・東京都・国で構成する「まちづくり連絡会議」の開催等、東京都や国との連携によ
り、土地・建物等の有効活用を図ります。

29年度 30年度 31年度

実施 実施 実施

企画課
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（１）自治・分権の推進

項目名

効果

担当課

（２）隣接自治体等との連携による区民サービスの向上

項目名

効果

担当課

自治・分権の推進

隣接自治体等との連携による区民サービスの向上

企画課　地域安全担当　産業振興センター

取組内容

実施 実施

企画課

取組内容

　安全・安心な地域社会をつくるため、隣接する自治体、警察署及び地域住民との連携・協
力により区境パトロール等を実施します。また、中野区との合同就職面接会を実施するほ
か、練馬区・豊島区・中野区とアニメ事業における連携を検討します。

29年度 30年度 31年度

区境パトロール等の実施

中野区との合同面接会の実施

中野区、豊島区及び練馬区と
のアニメ事業の連携
　検討

区境パトロール等の実施

中野区との合同面接会の実施

中野区、豊島区及び練馬区と
のアニメ事業の連携
　検討

区境パトロール等の実施

中野区との合同面接会の実施

中野区、豊島区及び練馬区と
のアニメ事業の連携
　検討

29年度 30年度 31年度

実施

方針５　分権型時代の自治体間連携などの取組推進

　地方分権、都区制度改革など基礎自治体として自治権拡充に向け積極的に取り組むととも
に、制度改革に対し迅速に対応します。



22

（３）基礎自治体間の新たな広域連携の推進

項目名

効果

担当課

（４）区立学校と区内都立学校との連携協働による教育活動の推進

項目名

効果

担当課

基礎自治体間の新たな広域連携の推進

30年度

済美教育センター

区立学校と区内都立学校との連携協働による教育活動の推進

　交流自治体間の連携による住民サービス向上の取組を推進するとともに、区内大学学生と
交流自治体との連携など新たな連携事業を創出します。また、自治体スクラム支援や、南伊
豆町における特別養護老人ホーム整備に向けたこれまでの取組をモデルとして、特定の事業
を介した新たな基礎自治体間の広域連携について検討し、推進します。

29年度 30年度 31年度

交流自治体等との新たな連携
事業の創出

新たな広域連携に向けた検
討・推進

交流自治体等との新たな連携
事業の創出

新たな広域連携に向けた検
討・推進

31年度

相互の連携協働による教育活
動の推進

連携協働事業推進連絡会の開
催（年2回）

相互の連携協働による教育活
動の推進

連携協働事業推進連絡会の開
催（年2回）

相互の連携協働による教育活
動の推進

連携協働事業推進連絡会の開
催（年2回）

地域活性化推進担当、企画課、高齢者施設整備担当

取組内容

交流自治体等との新たな連携
事業の創出

新たな広域連携に向けた検
討・推進

取組内容

　26年3月に締結した協定に基づき開始した区立学校と区内都立学校の連携協働をより有効
なものとしていくため、効果的な個別取組事例を周知するなど、連携に係る取組を推進して
いきます。

29年度
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